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1.　はじめに

　21世紀において，社会全体が，「環境」と「経

済」の両立に向けて大きく舵を切った今，環境資源

に関連する事業は高い注目を受けており，今後更な

る市場の拡大が予測されている．このような状況の

中で，特に水資源に対する期待が高まっており，今

世紀は「水の世紀」になると言われている．そして

現在，この急成長する水市場に対して，日本企業が

環境的側面と経営的側面からどのようにアプローチ

していくのかが問われているのである．

　環境的側面としての水資源は，自然環境，人間社

会が存続していく上では必要不可欠な存在となって

いることである．そのため社会全体では環境に配慮

した上で，いかに水資源を安定的かつ安価に確保す

るのかという課題が存在する．日本企業は，この課

題に対して「企業の社会的責任（CSR）」としてア

プローチし，企業価値を高めることが可能である．

　経営的側面は，日本企業にとって大きなビジネス

チャンスとなっていることである．成長期にある水

市場，そしていずれは成熟期へと移行する中で，日

本企業は，先行的に社会的変化を生み出すイノベー

ションを創出し，競争優位を構築していく必要があ

る．

　現在，日本企業の多くが，ポスト成長市場に対し

てどのように対応していくのかという課題に直面し

ている．これまで日本企業は，製品レベルでの差別

化によって競争優位を築いてきた．しかしながら，

1980年代に日本経済を牽引してきた半導体産業の

壊滅が示すように，ポスト成長市場において製品レ

ベルでの差別化だけで競争力を維持するモデルは限

界にきている．つまり日本企業は，ターゲット市場

が成長期から成熟期へと移行する中で，社会的変化

を生み出し，競争優位を構築するためのマーケティ

ングとは何かを再び見直す時期にきているのであ

る．

　上記の点を踏まえた上で，本稿は逆浸透膜（以

下：RO膜）市場に注目する．この市場は，膜によ

技術的優位性を軸とした集中戦略による競争優位の構築
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る高度な水処理という社会的変化によって生み出さ

れ成長してきたが，近い将来，ポスト成長市場へと

変容することが予測されている．今回はこのRO膜

市場において，1970年代初頭から海水淡水化用RO

膜（以下：SWRO膜）を中心に事業を展開してきた

東洋紡株式会社（以下：東洋紡）に焦点を当てる（1）．

海水淡水化市場における社会的変化に多大な影響を

与えると同時に，独自のポジショニングに成功し，

持続的な競争優位を構築してきた東洋紡モデルを明

らかにすることが本稿の目的である．またポスト成

長市場を迎える海水淡水化事業において，東洋紡モ

デルの将来的方向性を提起する．

2.　わが国を取り巻く水資源の現状

　2025年までに水資源に対する需要は，人口の増

加，経済発展・工業化の進展に伴い，急速に拡大

し，その市場規模は，80～100兆円規模にまで成

長すると予測されている（2）．急成長する水市場で

は，これまで確固たる地位を確立してきた欧州水メ

ジャーに加え，企業の合併・買収（M&A）を中心

とする欧米企業，国家戦略となっているシンガポー

ル，韓国企業の新規参入によって，競争が激化しつ

つある．

　上記の状況に対応するため，わが国では経済産業

省が中心となり，2009年に産学官による「水ビジ

ネス国際展開研究会」が立ち上げられた．この研究

会では，世界的な水資源・ビジネスの現状・将来性

の分析および課題の把握が行われ，日本企業は，国

際的には技術面では優位性を確保しているが，価格

面において新興国との過酷な競争に直面していると

結論づけられた（3）．また産業競争力懇談会，海外

水インフラPPP協議会でも同様の課題が指摘されて

いる．しかしながら，産学官がこのような共通認識

は持っているものの，日本企業の採るべき方向性

は，具体化されていないのが現状である．

　これまで日本企業は，素材・部品・機器製造に関

する優れた技術・ノウハウを有し，水資源サプライ

チェーンにおいて，最も競争力を発揮してきた分野

である．特に高度な技術が必要となるSWRO膜を供

給する国内膜メーカーは，国際社会において高い

評価を受けてきた．しかしながら，成長期にある

SWRO膜市場への新規参入は多く，新規参入企業の

技術的な追い上げにより，このままでは国内膜メー

カーの技術的優位性が失われ，価格競争に陥るのは

時間の問題となっている．

　SWRO膜に関連した研究は，1980年代あたりから

産業界を中心に数多く行われてきた（4）．しかしな

がら，これらは主に技術的側面に焦点を当ててお

り，経営学的観点からSWRO膜を分析した研究はほ

とんど存在しない．唯一，国内膜メーカーの1つで

ある東レのRO膜事業の創造プロセスに着目した研

究が存在するが，この研究自体は企業経営の巧拙を

示すのではなく，分析ならびに討議上の視点と資料

を提供するために行われたものである（5）．

　上記のとおり，水資源に対する日本企業の課題は

明らかにされているものの，現時点では，今後の日

本企業のとるべき方向性について参考となるべきモ

デル分析はあまり進んでいないというのが現状なの

である．

3.　SWRO膜関連市場および業界構造

3.1　市場および業界の構造分析

　まず，水市場の現状および将来的展望を整理した

ものが表1である．水市場は2025年には約86.5兆円

にまで成長すると予測される．現在，国内膜メー

カーはサプライヤーとして海水淡水化，再利用水向

けのRO膜を供給している．この関連市場は，2007

年の0.6兆円から2025年には3.1兆円規模になる（6）．

さらに海水淡水化における事業運営・保守・管理

は ，2025年 に は3.4兆 円 に ま で 拡 大 す る ． 国 内 膜

メーカーが関係するSWRO膜関連市場は極めて高い

成長が予測されており，潜在的なビジネスチャンス

が大きいことが分かる．

　 次 に ，SWRO膜 業 界 の 変 遷 に つ い て 整 理 す る ．

SWRO膜の研究開発は，1952年の米国内務省による

「塩水法」の制定を契機に活性化した．1960年代

中盤になると，米国企業が中心となり，事業化に向
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けた研究開発が進められ，DuPontが1967年，1969

年にかん水脱塩用，海水淡水化用の膜の開発に成

功した（7）．また海外では1970年代までに約17の企

業，研究機関が，SWRO膜の事業化に向けた研究開

発を行っていた（8）．

　国内の動向に目を移すと，東レ株式会社（以下：

東レ）が1968年に，東洋紡が1972年に，日東電工

株式会社（以下：日東電工）が1973年に事業化に

向けた研究開発を開始した．その他に帝人株式会

社，住友化学株式会社も同時期に事業への参入に向

けて動き出していた（9）．その中で東洋紡，東レ，

日東電工がSWRO膜の事業化に成功し，表2が示す

ように，1989年を皮切りに1990年代半ばから日本

企業は次々と大型案件を受注していった．

　その後20～30年の間に，業界内では買収・合併

（以下：M&A）による企業の再編が進んだ．代表

的なものは，1986年のThe Dow Chemical Company

（以下：Dow）によるFilm Tech，翌年の日東電工に

よるHydranauticsのM&Aである．同時に技術的側面

からの企業淘汰によって，業界は表2が示すような

形に集約された．その後，DuPontがRO膜事業から

撤退したことによって，現在はDow，日東電工，東

表1　水市場における現状と将来的展望

（出所）経済産業省水ビジネス・国際インフラシステム推進室（2009）19ページより作成。

（出所）岩橋（1996），関野（1996），藤原（1998），熊野（2007），岩堀（2007），
竹内（2007）をもとに作成．

表2　1980～90年代における海水淡水化プラントの状況
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レ，東洋紡が業界の中心的存在になっている（10）．

3.2� 「蒸発法」から「SWRO　　膜法」への転換

　海水淡水化は，水資源を確保するために海水から

淡水を生産する．この技術には主に2つの方法が存

在する．第１は蒸発法である．これは，海水を加熱

して水蒸気を発生させ，発生した水蒸気を冷却して

淡水を作り出す．蒸発法は，1950年代から実用化

され，水資源の確保が重要課題であり，かつ熱エネ

ルギーに必要な原油が豊富な中東湾岸諸国を中心に

発展してきた（11）．第2は本研究の分析対象である

SWRO膜法である．これは，海水を浸透圧より高い

圧力をかけ，半透膜を透過させることによって淡水

に変えるものである．

　そこで，蒸発法とSWRO膜を比較したものが表3

である．蒸発法は，生産設備が大規模であり，大量

生産に適している．ただし，蒸発法は大量生産が基

本であるため，需要変動への柔軟な対応は困難であ

る．また動力源である熱エネルギーに関係する原油

価格の変動がプラントの運営・維持に大きなリスク

となる．これに対して，SWRO膜は膜モジュール数

によって生産量を調整するため，適量生産が可能と

なる．そのため，SWRO膜は需要変動に対して柔軟

に対応することができる．また熱エネルギーを必要

としないため，原油価格の変動がプラントの運営・

維持に大きなリスクになることはない．さらに，エ

ネルギー消費，環境負荷，造水コストの観点から，

SWRO膜法は省エネ・低環境負荷・低コスト型とな

る．

　次に，「蒸発法」から「SWRO膜法」への転換に

ついて整理する．図1から，2つの大きな転換点が

あることが分かる．

　第１は，SWRO膜法が急成長し，蒸発法に追いつ

いた1990年前後である．図2が示すように，1978

年から約10年間で膜造水能力の向上と量産化によ

るコストダウンが大幅に進捗した．

　 第2は ，SWRO膜 法 が 蒸 発 法 を 完 全 に 逆 転 し た

2000年代半ばである．図2が示すように，内的要

因は，1990年代以降も膜メーカーが継続的に技術

革新を進めたことである．Global Water Intelligence

が2006年に発表した造水単価（210,000㎥/day）

は，蒸発法が1.33～1.38$/㎥であったのに対して，

SWRO膜法は1.03$/㎥であった．大量生産による規

模の経済性を追求できる蒸発法が，100,000㎥/day

以上のスケールでは有利であると言われてきたが，

SWRO膜 法 が プ ラ ン ト 規 模 に か か わ ら ず ， 優 位 性

を発揮できるようになったのである（12）．外的要因

は，原油価格の高騰が進んだことである．SWRO膜

法は，原油価格の高騰がコストに大きく影響しない

ため，安定したプラント管理・維持が可能である．

原油価格の変動が大きく影響する蒸発法に対して，

SWRO膜法は，コストおよびリスクヘッジの観点か

表3　蒸発法とSWRO膜法の比較

（出所）後藤（2009），谷口（2009）および大塚・大島（2011）をもとに作成．
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図1　SWRO膜法，蒸発法における年間比率および原油価格の推移
（ 注 ）IMFの デ ー タ は，IMF Primary Commodity PricesのCrude Oil

（Petroleum）から月平均を算出したものである。
（ 出 所 ） 一 般 財 団 法 人 造 水 促 進 セ ン タ ー に よ る 分 析 デ ー タ お よ び

International Monetary Fund（IMF）のデータをもとに筆者が作成。

図2　RO膜造水能力の向上と量産化によるコストダウン
（出所）辺見・佐々木（2011）50ページを参照。
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ら優位性を発揮できるのである．

4.� SWRO膜事業に関する　   マーケティング活動

4.1� フェーズ1：シーズ起　   点による内部開発

　東洋紡は，1970年代に入り中核事業であった繊

維部門の不振から脱却するために，多角化戦略の1

つとしてSWRO膜事業を選択した（13）．東洋紡は，

1967年に組織的な研究開発の展開を目的に本社内

に研究開発委員会を，1971年に堅田研究所内に研

究企画室を設置した．これまで事業の中核であった

合成繊維は成熟段階に入っていた．そのため研究企

画室によって，これまで繊維事業において内部蓄積

してきた高分子化学分野の技術・ノウハウを活用

し，繊維事業に代わる新たな事業を開拓していくと

いう方向づけが行われた．また経営陣は，繊維事業

に代わる次世代事業を育成するために，1971年に

東洋紡初の長期計画「東洋紡発展の5ヵ年計画」を

策定した．この計画では，①新規事業の展開，②海

外投資の推進に重点が置かれていた．このトップマ

ネジメント層のビジョンと研究開発部門の方針の一

致が，SWRO膜事業参入への意思決定に大きく影響

したのである．

　新規事業への参入は，基本的に①企業内部で新

たに技術・製品開発を行う方法，②M&Aを行う方

法が存在する．東洋紡は前者を選択し，1972年に

SWRO膜の研究開発を開始した．研究開発は，これ

まで繊維事業で内部蓄積してきた技術・ノウハウを

核とし，自社内のエネルギー，エレクトロニクス，

ライフサイエンスの技術を応用する形で進められ

た．さらに膜の十分な性能を引き出すために，膜を

収納する圧力容器を含めたモジュールの最適設計

が，内部開発によって行われた．つまり，「技術

シーズを起点とした内部開発」という東洋紡の基本

方針のもと，「CTA中空糸膜」が生み出されたので

ある．この基本方針は，代表取締役社長の坂元龍三

氏が「コア技術を活かしながら変革による成長を選

び，なし遂げてきた（14）」と述べるように，東洋紡

の成長戦略によって必要不可欠な存在になっていた

ことが分かる．

　その後，東洋紡は，1978年に事業化を促進する

ためにRO膜事業開発部を組織化し，1979年に世界

初となる一段法海水淡水化モジュール（ホロセッ

プ）の開発に成功した．1981年に岩国工場（現岩

国機能膜工場）において商業生産を開始した．アク

ア事業部の藤原信也部長は，「当社には保湿性の高

い中空糸で布団綿を開発してきた歴史がある．独自

の技術の蓄積がものを言ったのでしょう」と指摘す

る（15）．

　新規事業への参入に伴い，新たに技術・製品開発

を行うことは，技術，競合他社，市場動向そして多

大な先行投資に対するリターンの不透明さといった

リスクが存在する．企業は，この不確実性に直面し

つつ，経営資源をどの分野に集中させ，技術・製品

開発を進めていくのかについての意思決定が求めら

れる．この意思決定を行う際に，①トップマネジメ

ント層による中長期ビジョン，②研究開発部門によ

る技術的方向づけが重要となる．東洋紡は，これら

の観点から海水淡水化市場において，CTA中空糸膜

という東洋紡独自の技術によって，差別化を図って

いく製品開発戦略を採用し，フェーズ1の中心とし

たのである．

4.2　フェーズ2：市場導入期における集中戦略

　新規事業への参入は，技術・開発にリスクを伴う

だけではなく，市場への導入・普及までに時間を要

するという課題に直面する．東洋紡の市場導入・普

及に向けた活動は，以下の3点に重点が置かれてい

た．

　第１は，標的市場を海水淡水化に絞り製品の導

入を行ったことである．東洋紡が事業参入のあり

方を模索していた1970年代は，海水淡水化の主流

は「蒸発法」であった．そこで，東洋紡は，適量

生産，需要変動への柔軟性，省エネルギーという

SWRO膜の優位性を武器に，「蒸発法」に代わる新

たな海水淡水化市場にターゲットを絞ったのであ

る．

　 第2は ， 自 社 製 品 の 技 術 的 優 位 性 を 活 か す た め

に，顧客を中東湾岸地域，特にサウジアラビアに

絞った．中東湾岸諸国一帯の海水温は，平均海水
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温より比較的高いため，SWRO膜法の最大の課題で

ある海水中の微生物による汚染（バイオファウリン

グ）が発生しやすい．CTA素材は，耐塩素性を有し

ているため，塩素による膜モジュールの殺菌が可能

であり，バイオファウリングに対して効果的である

という特色を有している．さらに塩素殺菌が可能で

あることから，膜のメンテナンスが容易であり，コ

スト面からも強みを発揮することができた．そのた

めCTA素材が，中東湾岸諸国において絶対的優位性

を発揮できる可能性が高かったのである．

　またサウジアラビアでは，①水資源の確保が国家

的な重要課題となっていた，②世界最大規模（造水

量ベース）の海水淡水化市場が潜在的に存在してい

た，のである（16）．東洋紡は，これらの要因を加味

した上で，サウジアラビアを標的市場として「CTA

中空糸膜」の導入を図ったのである．この点につい

て，東洋紡は，「世界で戦うよりも，成長著しい中

東で一種のガラパゴスを作った方がチャンスは大き

い」と判断したのである（17）．

　第3は，顧客への実証試験を実施することによっ

て，SWRO膜法および自社製品の普及を図ったこと

である．いわゆる地域密着型の営業活動の展開であ

る（18）．東洋紡は，自社製品を搭載した移動式淡水

化装置を持ち込み，プラント建設地や予定地におい

て実証試験を実施した．この取り組みは，1981年

からサウジアラビアで始まり，3～8月にはジェッ

タで，1981年10月～1982年3月にはアルコバール

で展開された．アルコバールについては，サウジア

ラビア海水淡水化公団（SWCC）からの要請で，さ

らに6ヵ月間運転を延長している．この市場開拓に

向けた取り組みは，以下の3点に意義を見出すこと

ができる．

　まず，サウジアラビアにおいてこれまで蒸発法に

慣れ親しんだ顧客に対して，SWRO膜法と自社製品

の有用性，信頼性，費用対効果を証明することに

あった．この実証試験の実施については，藤原信也

部長は「論より証拠．わが社の逆浸透膜がどれだけ

高効率で真水が出てくるのか，見てもらいさえす

ればわかるという自信からだった（19）」と述べてい

る．

　次に，顧客のニーズの把握，現地環境に適した運

転技術・ノウハウを蓄積することであった．この地

域の海水は，海水温度が高温（30～40℃）であり

高塩濃度（42,000～60,000ppmTDS）であるため，

過酷な状況にある．また現地では水資源の安定確保

は最重要課題となっていた．このため顧客ニーズの

把握，そして連続長期耐久テストを通じて運転技

術・ノウハウを蓄積することが，東洋紡が競争優位

を構築するためには必要であった．

　最後に，現地での人材育成を行うことであった．

表3が示すように，「SWRO膜法」と「蒸発法」に

求められる知識，ノウハウは全く異質のものでる．

そのためSWRO膜法，自社製品の普及には，製品特

長，海水淡水化運用に関する知識，技術およびノウ

ハウを持たない顧客が，プラントを容易に操縦でき

る段階にまで引き上げる必要があった（20）．

　上記のような集中戦略によって，東洋紡は，蒸発

法という確立された市場に対して，SWRO膜法とい

う新たな市場を形成し，海水淡水化市場における独

自のポジショニングに成功したのである．

4.3　口コミ・マーケティングによる市場拡大

　東洋紡は，自社製品の市場導入に向けて，自社製

品の技術的優位性を活かすための市場セグメンテー

ションを行った．そして，このセグメントに実証試

験を通じた営業活動、いわゆる口コミ・マーケティ

ングを積極的に駆使していったことが，市場拡大へ

とつながっていったと考える．

　新製品の市場導入期から普及期にかけて，口コ

ミ・マーケティングが果たす役割は重要であり，

Kotler（2010）は，「製品の市場導入段階から普及

段階へと移行させるためには，大きな評判と雪だる

ま効果を生み出す口コミ・マーケティングが重要

な役割を果たす」と指摘する（21）．坂元龍三氏は，

「この営業活動によって実績を積み重ねてきた成果

がシェア獲得につながり，運転ノウハウの確立や人

材育成などソフト面まで現地の人々と作り込んでき

たことが信頼へとつながり，口コミでユーザー間

に広がっていった」と判断している（22）．顧客がこ

れまでに市場に存在しなかった，いわゆる破壊的
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製品・技術の採用を意思決定する際に，重

要となるのが「実際に使う」という行動で

ある．なぜなら全く実績のないものを採用

するには，不確定要素が多く，リスクが高

い．

　そこで，東洋紡は，顧客に実際に使って

もらい，SWRO膜法と自社製品の有用性を

確認してもらう機会を創出したのである．

そして，これらの顧客から口コミによって

新 規 顧 客 に 拡 が っ て い く 連 鎖 的 な 道 筋 を

創り上げたのである．Rogers（1995）が

指摘するイノベーションの普及経路と同様

に，東洋紡の実証実験という営業活動がコ

ミュニケーション・チャネルとなり，現地

顧客との接点を創り出した．そして時間の

経過とともに，口コミによって現地におけ

る社会システムの成員間に，SWRO膜法お

よび自社製品の有用性が伝達されていった

のである．

4.4　フェーズ3：膜供給体制の現地化

　東洋紡は，2000年代前半に「ポリアミ

ド系スパイラル膜」へのデファクトスタン

ダード化が進んだことによって，一気に形

成 が 逆 転 さ れ た ． し か し な が ら ， 東 洋 紡

は，これまでの戦略の方向性を転換するの

ではなく，一貫してサウジアラビアを囲い

込む道を選択した．その結果，表4が示す

ように東洋紡は，サウジアラビア案件の受

注を確実なものとしている．フェーズ3で

の東洋紡の活動は，以下の3点に集約する

ことができる．

　第１は，自社製品の技術的優位性を活か

した地域集中の継続である．バイオファウ

リング対応に強いというCTA中空糸膜の優

位性は，ポリアミド系スパイラル膜に対し

ても有効であった．ポリアミド素材は，耐

塩素性には優れておらず，塩素消毒による

膜洗浄は技術的には不可能であった．その

ためバイオファウリングが発生しやすい中

表4　2000年以降の海水淡水化プラントの状況

（出所）	 岩橋（1996），関野（1996），藤原（1998），熊野（2007），
岩堀（2007），竹内（2007），日東電工（2008），谷口

（2009）および各社公表資料をもとに作成。



23

都市経営　No.4（2013），pp.15-28

東湾岸地域において，東洋紡は，自社製品が持つ技

術的優位性を差別化要因とすることができたのであ

る．

　またこの地域の既存プラントに対して代替需要

の獲得を目指し，フェーズ2で行った実証試験によ

る営業活動を継続的に実施した．例えば，2005年

から東洋紡は，バーレーンのプラントに対して，

他社製品から自社製品への切り替えに成功してい

る．1989年から稼働している当プラントは，バイ

オファウリングに弱く，一度も計画造水量を実現で

きなかった．さらに他社製品は，塩素消毒ができな

かったため，高価な薬品を用いた化学洗浄が主流と

なり高コスト状態が続いた．そこで，東洋紡は，

2001年からユーザーと共同で実証試験を行い，バ

イオファウリングへの対応，計画造水量の実現に

よって自社製品の優位性を証明したのである．他に

も，2000年から他社製品で稼働していたサウジア

ラビアのプラントが抱えるバイオファイリングによ

る膜の目詰まり，造水量不足に対して，継続的な営

業活動を行うことによって，技術的優位性を証明

し，自社製品への切り替えに成功している（23）．

　第2は，顧客ニーズに適した膜の開発，サービス

を行うための体制整備である．具体的には，本社，

総合研究所，岩国機能膜工場が三位一体となって，

顧客ニーズに適した膜を開発すると同時に，膜性能

を充分に引き出すための周辺技術・ノウハウを蓄積

していく体制を構築した．例えば，海水中の成分を

超微量分析する専門家，モジュールの設計者を開発

体制に参加させ，横断的なプロジェクトとして総合

的な観点から膜の開発を行っている．また東洋紡

は，これまでのSWRO膜事業で培ってきた知識・ノ

ウハウをもとに，ユーザーに対して海水条件に適し

た運転管理等の助言までを含めた体制づくりを行っ

ている（24）．さらにアブドラ国王科学技術大学との

共同で，現地に適した膜の研究開発を進めることに

なっている（25）

　 第3は ， 現 地 生 産 に よ る 膜 供 給 体 制 の 構 築 で あ

る．東洋紡は，2010年にサウジアラビアに同国初

となるSWRO膜エレメントの製造・販売を行う合弁

企業を設立した（26）．東洋紡は，この合弁会社を中

東湾岸地域への事業拡大の拠点とし，さらにはヨー

ロッパ，北アフリカ諸国へと事業展開の足掛かりに

しようとしている．日本国内の営業活動は本社，膜

の生産は岩国とし，日本・サウジアラビアの2大拠

点による海外展開を行い，市場シェアの拡大を目指

している（27）．

　上記のように，東洋紡が，デファクトスタンダー

ドの流れに乗らず，基本路線を踏襲できたのは，集

中戦略によって独自のポジショニングに成功してい

たことが大きいと考える．同じ素材，形状であれ

ば，代替は比較的容易となるが，素材，形状が異な

り，機能による差別化が図られていれば，設備，技

術的な制約に伴う時間，スイッチングコストが大き

く参入障壁となる（28）．この参入障壁によって，東

洋紡は，現地の顧客ニーズに適した製品・サービス

が提供できる体制を構築し，顧客関係の強化を図る

ことに力を注ぐことができたと考える．

5.　顧客重視による価値創造への転換

　最後に，東洋紡の将来的発展の方向性について考

察する．今後の方向性は，いくつか考えることがで

きる．例えば，技術・製品レベルでの膜性能の向

上，低コストの実現やトータルソリューションへの

事業拡大である．しかしながら，本稿は，東洋紡が

描くべきストーリーはこれらとは異なるものである

と考える．図4が示すとおり，東洋紡は，これまで

競合他社に対する「独自性・差別化」によって，現

在のポジションを確立してきた（矢印①）．今後も

競争が激化する市場において，この「独自性・差別

化」が持続的な顧客価値を創出できるのかどうかが

大きな課題となる．そこで，内的要因と外的要因か

ら検討する．

　内的要因として，いずれ製品が過剰スペックを迎

えるということである．つまり，このまま「CTA中

空糸膜」という製品単体だけで独自性・差別化を追

求していくと，最終的に競合他社とのスペック競争

に陥る可能性が高い．新技術によって機能的な優位

性が発揮できたとしても，顧客に過剰スペックもし

くは必要のない技術と判断され，コスト上昇に見合
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うだけの価値が期待できないという状況を招くこと

になる．

　外的要因として，「ポリアミド系スパイラル膜」

陣営によるデファクトスタンダードが進んでいるこ

とである．東洋紡の持つ唯一の技術的優位性が失わ

れれば，デファクトスタンダード製品との価格競争

に巻き込まれることになる（矢印③）．顧客にとっ

て，デファクトスタンダードが進むことは，互換

性という観点から次の2つのメリットが存在する．

1つは，製品の安定的確保である．仮に，これまで

取引していた膜メーカーが事業から撤退したとして

も，プラント，システム等を変更することなく，他

の膜メーカーから膜を調達することができる．もう

1つは，価格交渉を優位に進めることができる．ど

の膜メーカーを選択しても性能的に大きな差異がな

ければ，「価格」が製品を選択する上で大きな要因

となる．そこで，東洋紡はデファクトスタンダード

に対抗するために，さらに独自性・差別化を追求し

ていくことになる．その結果，過剰スペックという

課題に直面することになる（矢印②）．

　東洋紡が，このまま現ポジションを維持するとい

う経営判断を行えば，いずれ上記の負のスパイラル

に陥り，競争優位を失うことになる．今まさに東洋

紡は，将来的な市場の成長に向けて，リポジショニ

ングの時期を迎えているのである（矢印④）．

　つまり，東洋紡は，これまでの事業を次のステージ

となる「良質な飲料水の安定的供給サービスによる価

値づくり」へと移行させることが重要となる．まず，

東洋紡は，「独自性・差別化」と「顧客価値」の両軸

からSWRO膜事業を再定義する必要がある．ここでは

市場重視ではなく，顧客を重視した戦略へとシフトし

ていくことが1つの選択肢となる．サプライヤーとし

て製品の供給に徹底するのではなく，「良質な飲料水

の安定的供給」というサービスの観点から，顧客ニー

ズに従いカスタマイズした製品・サービスを提供して

いくのである．今後，顧客のロイヤリティを高め維持

していくことが，東洋紡のSWRO膜事業における集中

戦略の大きな柱になると考える．

図3　東洋紡におけるSWRO膜事業の将来的展望
（出所）延岡（2011）をもとに，筆者が作成．
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6.　小　括

　本稿は，東洋紡のSWRO膜事業に注目し，この一

連の流れをマーケティングの観点から分析・体系化

してきた．東洋紡の集中戦略は，SWRO膜法という

新たな社会的変化に多大な影響を与えると同時に，

東洋紡の持続的な競争優位を築き上げた．さらに，

東洋紡では，顧客を重視した価値づくりへつながる

戦略ストーリーはすでに見えている．この東洋紡モ

デルが，今後，競争が激化する水市場の中で，日

本企業が，どういったマーケティングを展開して

いくべきなのかに対する1つの解となる．また東洋

紡が，フェーズ1～3という中長期的なビジョンに

よって，社会的変化を引き起こしたマーケティング

は，ポスト成長市場に直面する日本企業にとって参

考モデルになると考える．

　最後に本稿に残された課題は，次の2点である．

第１は，東洋紡における顧客を重視した価値創造を

実践するモデルを構築することである．第２は，日

東電工，東レについても同様の研究を行うことであ

る．これら3社を比較することによって，総合的な

視点からポスト成長市場に向けた日本企業の方向性

を提示できることになる．
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（17）日経BP社（2010）32ページを参照．

（18） 小 島 （1982） ， 株 式 会 社 東 洋 経 済 新 報 社

（2008），坂元（2009）および熊野（2010b）

を参照．

（19）株式会社東洋経済新報社（2008）81～82

ページを参照．

（20）藤原（1998），熊野（2010）によると，ア

ルコバールでの6ヵ月の運転延長は，SWCCのオ

ペレーターを養成し，引き継ぐためのものであっ

た．またSWCCは，東洋紡の海水淡水化に対する

経営姿勢，技術を高く評価し，東洋紡に感謝状を

贈っている．

（21）邦訳書237ページを参照．

（22）坂元（2009）40ページを参照．

（23）山岡（2010）12～13ページを参照．

（24）藤原（1998）54ページを参照．

（25）東洋紡プレス発表（2012年5月24日）．

（26） 東 洋 紡 の プ レ ス 発 表 （2010年2 月17日 ，

2012年5月24日 ） に よ る と ， 社 名 は ，Arabian 

Japanese Membrane Company, LLC（アラビアン

ジ ャ パ ニ ー ズ メ ン ブ レ ン カ ン パ ニ ー 有 限 責 任 会

社）である．この会社は，サウジアラビアの事業

開発企業であるArabian Company for Water & Power 

Development（以下：APD）と伊藤忠商事株式会社

による合弁会社である．APDは，サウジアラビア

における主要な独立系水・電力事業への出資等の

事業を展開している．また伊藤忠商事も1970年代

から中東湾岸地域における海水淡水化プラントの

納入実績を数多く有している．売上は，2012年に

15億円，2015年に40億円を目指している．

（27）熊野（2010b），東洋紡プレス発表（2012

年5月24日）を参照．

（28）ポリアミド系スパイラル膜の径は，8インチ

もしくは16インチであるのに対して，CTA中空糸

膜の径は，9インチである．そして，膜モジュー

ルの形状も異なっている．これらを代替するため

には，膜だけではなくプラント全体での見直しが

必要となる．ヒアリング調査では，このためのス

イッチングコストは，通常の膜交換の1.8～1.9倍

との結果が得られている．
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Focus Strategy and Sustainable Competitive Advantage
－The case of TOYOBO’s SWRO membrane－

Yutaka HADA , Yukihiko TSUTSUMI 

　In the twenty-first century, environment businesses are attracting a tremendous amount of attention; the market 

is expected to further expand in the future. Because society has drastically moved toward the balanced achievement 

between “environment” and “economy”. Japanese businesses have established their competitive advantage through 

differentiation at the product level. However, this model is reaching its limit, as the collapse of the semiconductor 

industries suggests. Marketing that creates social changes is what Japanese businesses must pursue at this moment. 

　This study sheds light on Toyobo Co., Ltd., which had a profound impact on social change, as is evident in its 

setting up the desalination of reverse osmosis membrane. Additionally, this study elucidates the following aspects by 

analyzing and systematizing the series of changes from a marketing standpoint. Toyobo became successful in creating 

an original position in the market using strategies that center on product development and focus. While this strategy 

had a tremendous effect on the social changes in the SWRO, it also built a continuous competitive advantage for 

Toyobo in the SWRO market.

　Lastly, this study propose a future course for Toyobo to pursue in the water business and the SWRO market, where 

competition is expected to intensify in the coming years.

Keywords : Focus strategy, Differentiation , SWRO membrane, Relationship, Value Creation


